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－ 総説 － 　

子宮体癌に関する最近の話題

〜分子サブタイプ分類と ICI を中心に〜

北海道大学大学院医学研究院産婦人科学教室

渡利　英道

Recent topics on endometrial cancer including molecular subtype and ICI

Hidemichi Watari
Department of Obstetrics and Gynecology, Hokkaido University Graduate School of Medicine

はじめに

　本邦では子宮体癌に対しては主治療として手術療
法を行い、再発リスクを有する症例に対して術後補助
療法として抗がん薬を用いた薬物療法がおこなわれて
いる。一方、進行・再発患者を対象に化学療法レジ
メンの開発が米国 GOG を中心に行われてきた。近
年、分子標的治療薬や免疫チェックポイント阻害薬が
婦人科がん領域にも導入され、今後は抗体薬物複合体

（ADC;Antibody Drug Conjugate）の開発が主となっ
てきている。治療選択肢が格段に増えつつある状況の
中でどのような治療選択が子宮体がん患者さんに最適
なのかについては臨床試験のデータのみならず実臨床
におけるデータ（リアルワールドデータ）を参考にしてい
くことも今後重要である。
　一方、分子生物学的アプローチが一般化し、子宮体
がんにおける遺伝子異常や活性化している細胞内情報
伝達機構の詳細が明らかとなってきた。特に、2013 年
に TCGA より発表された子宮体癌の分子遺伝学的分
類に関する報告 1）より、子宮体癌は 4 つの分子サブタイ
プに分類され、予後の層別化が可能であることが示さ

れたこと、分子サブタイプ分類を組み込んだ子宮体癌の
新進行期分類（FIGO2023）が提唱 2）されたことから、
今後はどのように本邦において臨床実装していくのかに
ついて早急な対応が望まれている状況である。
　本稿においては、特に子宮体癌の分子サブタイプ分
類に焦点を当てて、現状の共有と今後の展望について
述べてみたい。

１． 古典的タイプ分類から分子サブタイプ分類へ

　海子宮体癌は従来、ホルモン依存性の有無によるタ
イプ分類に基づいてタイプⅠ、タイプⅡに分類されてき
た（表 13））。この分類自体は今でも有用な方法とも言え
るが、2013 年に TCGA から提唱された分子遺伝学的
分類はタイプ分類によらず予後の層別化に有用であるこ
とが示された 1）ことから、子宮体がん治療ガイドライン
2023 年版 4）の第 2 章初回治療の総説内の病理組織型
の部分も分子サブタイプに基づいた記載に変更されてい
る。分子サブタイプ分類を実臨床に導入することを目指
す場合には、NGS による遺伝子解析をそのまま導入す
ることはコストの面からも非現実的である。そのため、

表1　古典的 type 分類
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ProMisE、trans PORTEC などの免疫組織化学（IHC）
を用いた代替分類の有用性が検討されているが、用い
ている検査方法や判定基準などが微妙に異なってい
る。（表 21, 5, 6））これらの代替分類を用いることでも子
宮体癌患者の予後の層別化が可能であることが示され、
分子サブタイプ分類に基づく術後療法の個別化を目指
す臨床試験（PORTEC-4a）7）も進行中である。
　子宮体癌の分子サブタイプ分類の今後の本邦の実臨
床への導入にあたって最も大きな課題は、「子宮体癌の
診断時点で保険適用となる検査方法が存在していない」
という点である。（ただし、リンチ症候群の補助診断と
しての MSI 検査は保険適用あり）最初に分類すべき
POLE 変異型を診断する方法として薬事承認されている
検査として、従来は包括的がんパネル検査（CGP 検査）
のみであったが、本年 7 月 8 日にサンガー法を用いた方
法が SRL より外注可能となったものの、薬事承認はさ
れていない。dMMR 型 /MSI-high 型を分類するため
の検査である MMR-IHC 検査や MSI 検査については
進行・再発例に対する免疫チェックポイント阻害薬の適
用を判断するコンパニオン診断薬として薬事承認されて
いる検査であるが、分子サブタイプ分類を行う検査とし
ては薬事承認されていない。P53 変異型に関しては最
後に分類するが、薬事承認されている検査として、従来
は CGP 検査のみであり、一般に実施されている p53-
IHC 検査については本邦で薬事承認された抗体は存在
せず、標準化された診断指標も定まっていないのが現
状である。
　そこで今後分子サブタイプ分類を実臨床に導入するた
めには、それぞれの検査が分子サブタイプ分類を実施
することに対して保険点数を獲得していくことが望まれ
るが、厚生労働省との折衝のためには、学会発出の参
照可能な婦人科がんにおけるバイオマーカーに関するガ
イダンスが必要であると考えられた。そこで、2024 年
12 月より日本産科婦人科学会婦人科腫瘍委員会内の「が

んゲノムと新規薬物療法に関する小委員会」（小委員長：
渡利英道）と日本婦人科腫瘍学会内の「がんゲノム医
療、遺伝性腫瘍診療の適正化に関するワーキンググルー
プ」（委員長：織田克利先生）の合同で「婦人科がんに
おけるバイオマーカー検査の手引き第 1.0 版」8）の作成
を進め、2025 年 7月 22 日に両学会より同時発出された。
初版では子宮体癌の分子サブタイプ分類に重点をおい
た解説となっているが、今後は卵巣癌、子宮頸癌を対
象とした記載の追加を行う方針としていることから、「婦
人科がんにおける…」とした次第である。

２． 婦人科がんにおけるバイオマーカー検査
の手引き 1.0 版について 8）

　「婦人科がんにおけるバイオマーカー検査の手引き1.0
版」の目次を表 3 に示す。本稿では分子サブタイプ分
類に関する検査のポイントのみを以下に記載するので、
詳細は下記の URL から確認されたい。

表 2　代替マーカーを用いた簡便な検査法

表3　婦人科がんにおけるバイオマーカー検査の
手引き第 1.0 版　目次 
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URL; https://www.jsog.or.jp/activity/
pdf/20250722biomarker_tebiki.pdf

第 1章　子宮体癌における分子サブタイプ分類を診断
するための検査

　対象患者は子宮体癌患者全例であり、進行期、組織
型を問わず WHO 病理分類第 5 版 9）に基づき分子サブ
タイプ分類を用いて分類することを推奨しており、分子
サブタイプ分類の臨床的意義として FIGO20232）に基づ
く予後予測が可能となること、分子サブタイプの分子遺
伝学的特徴に応じた治療選択が可能となるとしている。
　検査のタイミングは病理学的に子宮体癌と診断された
段階とし、薬物療法等による治療を先行する場合や手
術不能な場合を除き、原則として子宮摘出検体を使用し
て実施することを推奨している。検査方法に関しては、
①子宮体癌患者の腫瘍組織を用いて 3 つの検査を実施
する、②原則として検査は同時に行うことを推奨する、
③診断に使用する検査方法と結果を記録に残すこと、
としている。
　POLE 遺伝子変異検査に関しては、POLEmut 型とし
て hot spot 変異の集中するエクソン 9, 13 に存在する
5 必須病的バリアント（p.P286R、p.S297F、p.V411L、
p.A456P、p.S459F）に加え、エクソン 11 の 6 病的バ
リアントを含む 11 病的バリアントを検出対象としてい
る。dMMR 判定検査法としては MSI 検査（PCR 法、
NGS 法）あるいは MMR-IHC 検査のいずれかを用い
て評価するとしている。P53 異常の検出にはTP53 遺
伝子変異検査 /p53-IHC 検査を用いるが、p53-IHC 判

定基準として、①腫瘍細胞の 80% 超の核における強発
現、②内部コントロールにより染色性が担保された状態
での腫瘍細胞における完全な発現喪失、③的確な細胞
質における発現のいずれかを陽性と判定することを推奨
している。
　POLE 遺伝子変異検査、dMMR 判定検査、TP53
遺伝子変異検査 /p53-IHC 検査を実施した場合には、
検査結果に加えて検査方法も合わせて記録することが
推奨されている。
　以上の検査を実施するにあたっては、今後、医薬品
医療機器等法に基づき薬事承認された体外診断用医薬
品や医療機器を第一選択として用いることを推奨すると
していることに留意が必要である。

３． 子宮体癌に対する新規治療薬の開発状況

　子宮体癌においては免疫チェックポイント阻害薬とし
て MSI-high 固形癌を対象としたペムブロリズマブの
適応として単剤で使用可能となったのが最初である。
その後、TMB-high を示す子宮体癌を対象に適応が
拡大されてきた。2024 年に入り、ファーストラインの
レジメンとして抗がん薬との併用での使用の有効性が
示され、NRG-GY018/KEYNOTE-868 試 験 10）に お
いては MMR status に関わらず TC＋ペムブロリズマ
ブ、DUO-E 試験 11）においては dMMR 症例に対する
TC+ デユルバルマブ、pMMR 症例に対するTC+ デユ
ルバルマブ+ オラパリブの有効性がそれぞれ示された。
したがって、デユルバルマブを使用するに当たっては

表4　子宮体がんを対象にした ADC の開発
文献 13 より引用、改変
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MMR status の確認が必要であり、MMR-IHC がコン
パニオン診断として保険診療で実施可能となった。一方、
プラチナ製剤を含む化学療法歴のある子宮体癌に対し
ては、セカンドラインレジメンとして、KEYNOTE-775
試験 12）によって VEGFR、FGFR などを標的としたマ
ルチチロシンキナーゼ阻害薬であるレンバチ二ブとペム
ブロリズマブの併用療法（LP 療法）が非プラチナ抗が
ん薬単剤に比べて有意に OS におけるベネフィットが示
されており、使用例が増えている。
　最近では他がん種と同様に ADC に関する新規
治 験 が 続々と計 画されており、HER2 を標 的とし
た Trastuzumab deruxtecan、TROP2 を 標 的 と し
た Sacituzumab tirumotecan、B7H4 を 標 的 とし た
Puxitatug samrotecan などについての治験が本邦で
実施中あるいは今後開始予定となっている。（表 413））
ADC の使用にあたっては通常の抗がん薬と比べて発生
頻度の高い副作用として眼症状や間質性肺炎などのマ
ネージメントに留意する必要がある。

４． その他

　最近のトピックスとして ICI を用いた dMMR 腫瘍症
例に対するnonoperative managementに関する報告14）

が注目されている。その報告では大腸がん患者では CR
率が 100%（49/49）、非大腸がん症例では 64.8%（35/54）
とされたが、子宮体癌症例はわずか1 例であった。一方、
SGO2025 で韓国の NIVEC trial に関する中間解析の
報告 15）があった。それによると、Nivolumab を用いて
nonoperative management を行った 15 例の dMMR
体癌における CR 率は 80%（12/15）とされており、今後、
妊孕性温存療法不応性あるいは再発の dMMR 陽性例
を対象にした ICI 治療の応用が大いに期待されると考
えられる。

おわりに

　2025 年 2 月 1 日の香川婦人科腫瘍研究会での講演
とは若干異なる内容として今回、執筆させていただ
いた。講演並びに執筆の機会をいただいた、香川大
学母子科学講座周産期学婦人科学教授・金西賢治先
生、同准教授・鶴田智彦先生に改めて深謝申し上げ
たい。
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最近よく遭う “月経前の不調を訴える女性” への対応

福島県立医科大学
ふくしま子ども・女性医療支援センター

小川　真里子

Management of Patients with Premenstrual Symptoms

Mariko Ogawa
Fukushima Medical Center for Children and Women, Fukushima Medical University

はじめに

　月経前症候群（premenstrual syndrome: PMS）と
いう言葉が急速に市民権を得た昨今、月経前症状の治
療目的に産婦人科を受診する女性に遭遇することは、
珍しいことではないであろう。一口に月経前症状といっ
ても、当事者がかかえている症状、重症度、日常生活
への支障や困りごとは患者ごとに異なる。本稿では、
PMS/PMDD について、その病態と治療について概説
する。

PMS/PMDD とは

　月経前症候群（premenstrual syndrome：PMS）は、
日本では「月経前 3 ～ 10 日間の黄体後期に発症する多
種多様な精神的あるいは身体的症状で，月経発来とと
もに減弱あるいは消失するもの」と定義されている 1）。
PMS で見られる症状としては、主に月経開始直前のホ
ルモン変動に起因する身体的症状（下腹部膨満感，疲
労感，腰痛，頭痛，浮腫，乳房緊満感など）と，精

神症状（気分の変動，易怒性，抑うつ気分など）が知
られているが、PMS の診断には症状の種類や数は問わ
れない 2）。一方、月経前不快気分障害（premenstrual 
Dysphoric Disorder：PMDD）は、一般的には PMS
の重症型で精神症状の著しいものをさすが、その診断
基準は、米国精神科学会による DSM-5-TR に掲載さ
れ、抑うつ症群の一病態として定義され、詳細に規定
されている 3）。ほとんどの女性が月経前に何らかの症状
を経験するが、そのうち、症状により生活に支障をきた
すものが概ね中等度以上の PMS に該当し、女性の 30
〜 40% との報告があり、さらに著しい精神症状を有す
るPMDDは1.6%とされる4）。また近年PMS/PMDDは、
世 界 的 に は ISPMD（the International Society for 
Premenstrual Disorder）により定義された 5）、中等度
以上の PMS と PMDD をあわせた概念である、core 
premenstrual disorder （PMD）として扱われることも
多くなっている（表 1）。ISPMD による分類では、排卵
を伴う月経周期において、何らかの月経前症状を繰り返
しており、それにより社会的影響が生じている状態を
core PMD とし、さらに亜型として、既存疾患の月経前

表1　Premenstrual Disorders: PMDs （ISPMD） （文献 2,5）
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増悪（premenstrual exacerbation: PME）、黄体ホル
モン投与により誘発される症状（プロゲストーゲン誘発
型 PMD）、子宮摘出後などの女性における黄体期症状

（無月経型 PMD）などを定義している 5）。

PMS/PMDD の病因

　PMS/PMDD の病因は明らかになっていないが、近
年の研究により生物学的要因（ホルモン変動に対する脳
の反応、神経伝達物質の変調、遺伝的素因、脳構造・
機能の差異など）と心理社会的要因（ストレスやトラウ
マ経験、性格傾向、社会的環境など）の双方が相互に
関与する多因子的なモデルが支持されつつある。
1）ホルモン変動と神経ステロイドの役割
　PMS/PMDD の発症には、排卵を伴う月経周期にお
ける性ホルモン（エストロゲン・プロゲステロン）の変動
が必要条件であることは古くから知られている。後述の
GnRH アナログで排卵の抑制を行うことにより月経前症
状が消失し、そこにエストロゲンやプロゲステロンを再
投与すると症状が再燃することが示されている 6）。一方、
PMS/PMDD 患者とそうでない女性との間で血中の女
性ホルモン濃度には明確な差は認められず、むしろ「正
常なホルモン変動に対する脳の異常な反応」が病態の
本質と考えられている 4）。
　関連物質として近年注目されているのがプロゲステ
ロン由来の神経ステロイドであるアロプレグナノロン

（ALLO）である。ALLO はプロゲステロンの代謝物で
あり、中枢神経系で GABAA 受容体のアロステリック
モジュレーターとして作用し、ベンゾジアゼピン系薬と
同様に鎮静・抗不安効果を示す 6）。通常、黄体期にプ
ロゲステロンと ALLO が上昇すると GABA による抑制
作用が強まり、不安やストレス反応を和らげる方向に作
用する。一方 PMDD 患者では、このALLO に対する
薬理反応が健常者と異なり、黄体期におけるALLO へ
の耐性獲得が不十分である可能性が指摘されている 6）。
2）セロトニン系
　セロトニンは気分や情動調節に不可欠な神経伝達
物質であり、性ホルモンとの相互作用も知られている。
PMDD 患者では黄体期に末梢血中セロトニン濃度が
低下する傾向や、セロトニントランスポーターの取り込
み活性が上昇し、これが抑うつ症状と関連することが
報告されている 7）。その結果 PMDD 患者では、黄体
期にシナプス間隙のセロトニンが不足していることが
示唆されている。選択的セロトニン再取り込み阻害薬

（Selective Serotonin Reuptake Inhibitor: SSRI） が
PMS/PMDD の治療薬として高い有効性を示すことも
これを裏付けている。

3）遺伝的素因
　母親が PMS である場合、娘における発症リスクが
高いとの報告や、一卵性双生児の一方が PMS である
場合、他方も PMS を発症する確率は 40% 以上である
との報告がある 7）。PMDD の発症に関与する遺伝子と
して、エストロゲン受容体α（ESR1）遺伝子多型や、
セロトニン関連遺伝子が考えられている。PMDD 患者
において ESR1 遺伝子多型の頻度が高いことが報告さ
れており 8）、この受容体機能異常が症状発現に関わる
と推測されている。
4）心理社会的要因
　 心 理 社会 的ストレスや過 去のトラウマも PMS/
PMDD の発症リスクとして知られている。PTSD（Post 
Traumatic Stress Disorder : 心的外傷後ストレス障害）
の既往は PMDD の独立した危険因子であり、幼少時
の陰性体験と月経前症状の重症度に関連がみられたと
の報告もある 9）。PMS/PMDD の女性ではストレス応答
系のレジリエンス低下が示唆されており、慢性的なスト
レス負荷がホルモン応答性と相まって症状発現の引き金
になりうると考えられている。PMS/PMDD の女性にお
いてストレスが症状悪化と関連し、リラクゼーション介
入が症状軽減に有効であるケースも報告されている 7）。

PMS/PMDD の治療

　「産婦人科診療ガイドライン　婦人科外来編 2023」
では、PMS/PMDD に対する治療として、生活指導
や運動療法、薬物療法として利尿薬や漢方薬、低用
量エストロゲン・プロゲスチン、精神症状が主体の場
合に SSRI を挙げている 10）。また、2023 年 12 月に米
国産婦人科学会（American college of obstetricians 
and gynecologists: ACOG）」が、PMD の治療に関す
るガイドラインを公表したが 11）、ここで強い推奨とされ
ている治療は、SSRI、複合ホルモン避妊薬（日本にお
ける低用量エストロゲン・プロゲスチンに相当）、認知
行動療法である。なお、処方の際には、日本国内では
PMS/PMDD の病名に対し保険適用のある薬剤は、原
則としてない（一部の利尿薬が月経前緊張症の効能また
は効果を有するのみ）ことに注意が必要である。

１．薬剤選択その前に
　PMS/PMDD の診断および治療のフローチャートを
図１に示す。
　「PMS」を主訴として来院する女性に対して、そのま
ま PMS として治療を開始していないだろうか？　ネッ
ト情報などには、「PMS の症状」といった内容が多く、
症状が当てはまる＝PMS と考えて来院する女性は少な
くないと思われる。
　PMS/PMDD であると診断するには、「症状が黄体

最近よく遭う“月経前の不調を訴える女性”への対応
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期に出現し、月経後から排卵までは消失するか著しく
軽減する」ことが「繰り返し起きていること」が必要で
ある。まずは前方視的な症状記録の開始を促すととも
に、これまでの月経周期において、どの時期にどのよう
な症状が起き、日常生活にどう影響したかを聴取する。
PMS を主訴として来院した患者において、注意が
必要な病態として、既存疾患の月経前増悪である
premenstrual exacerbation （PME）がある。特にう
つ病などの精神疾患の増悪のため婦人科を受診する患
者はしばしばみられるため 12）、精神疾患の既往歴とと
もに、症状が出現しない時期が存在しているかを確認
することも重要である。
２．各治療薬の特徴とその使用

小川

　PMS/PMDD によく使用される治療薬とその特徴に
ついて、表 2 にまとめた。
1）低用量エストロゲン・プロゲスチン
　経口避妊薬（oral contraceptives: OC）・低用量エ
ストロゲン・プロゲスチン配合薬（low dose estrogen-
progestin: LEP）は排卵を抑制しホルモン変動を抑え
ることから、理論的にはいずれも PMS/PMDD の症状
改善が期待される。中でも、ドロスピレノン・エチニル
エストラジオール配合薬がプラセボとの比較において、
PMDD 患者の症状スコアが低下したことがメタ解析の
結果でも示されている 13）。そのため、PMS/PMDD に
対し OC・LEP を使用する際には、第一選択としてドロ
スピレノン・エチニルエストラジオール配合薬を使用する

図1　PMS/PMDD の診断・治療フローチャート

PMS: premenstrual syndrome, PMDD: premenstrual dysphoric disorder
OC: oral contraceptives, LEP: low dose estrogen-progestin, SSRI: Selective Serotonin Reuptake Inhibitor

※いずれも「月経前症候群」の適応は有しない
OC: oral contraceptives, LEP: low dose estrogen-progestin, SSRI: Selective Serotonin Reuptake Inhibitor

表 2　PMS/PMDD に使用される薬物療法
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ことがのぞましい。また、周期投与と連続投与の選択
においては、連続投与法により有意に月経前症状が改
善したとの報告がある 14）。
2）選択的セロトニン再取り込み阻害薬（SSRI）
　欧米では、SSRI が PMS/PMDD に対する第一選択
薬であり11）、米国やカナダでは、パロキセチンやセルト
ラリンは PMDD に対する治療薬として認可されている。
　うつ病に対し SSRI を使用する際には、2 週間以上
投与しないと効果が得られないことが多いが、PMS/
PMDD の患者では投与後すぐに症状の軽減がみられる
ことが特徴的であり、先述のシナプス間隙におけるセロ
トニン欠乏との関連が考えられている。少量のSSRI を、
月経 15 日目から 2 週間内服を指示するか、症状が出現
したら内服を開始し月経がきたら中止するような投与法
でも効果が得られる。
3）利尿薬、漢方薬
　浮腫や乳房緊満感に対し、利尿薬を用いることもあ
る。日本国内では、フロセミドやアセタゾラミドは月経
前緊張症の適応を有するが、PMS/PMDD への有効
性が確認されているものはスピロノラクトンである 15）。
また本邦では、漢方療法も PMS の治療に古くから使
われてきた。婦人科三大処方といわれる当帰芍薬散、
桂枝茯苓丸、加味逍遙散に加え、イライラや気分の変
動に対しては、抑肝散や抑肝散加陳皮半夏も有用であ
る 2）。
4）GnRH アナログ
　GnRH アナログは確実に女性ホルモン変動を抑制す
ることにより、PMS/PMDD の症状発現を抑える 2, 16）。

ただし、エストロゲンレベル低下による更年期症状や、
長期使用による骨量減少に考慮する必要があるため、
上記の治療により効果が得られない場合や、重度の
PMDD で緊急治療が必要な場合、PMS/PMDD の診
断を確定し、究極の治療法である卵巣摘出を検討する
場合などにのみ使用する。

サプリメント

　PMS に対しては、古くから様 な々サプリメントが検討
されてきた。中でもエビデンスを有するものとして、カル
シウム、ビタミン B6、亜鉛、チェストベリーなどがあげ
られる 17）。
　近年注目されている栄養素として、γ-トコフェロー
ルおよびγ-トコトリエノールがある。これらはビタミン
E の同族体であり、その代謝物であるγ-carboxyethyl 
hydroxychroman （CEHC）はナトリウム利尿作用をも
つことが報告されており、月経前の浮腫を改善する 18）。
エクオール、カルシウム、γ-トコフェロール、γ-トコ

最近よく遭う“月経前の不調を訴える女性”への対応

トリエノールを含有した食品を、月経前 1 週間に摂取し
た際における、日本人女性の月経前症状に対する有効
性が確認されており、日本国内で食品として販売されて
いる。

おわりに

　PMS/PMDD は、女性の QOL に大きく関わる疾患
である。症状の発現時期と、日常生活に与える影響を
確認し診断したうえで、患者それぞれの背景を考慮に
入れて治療法を選択することが重要である。
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医療過疎地域での遠隔医療による胎児超音波スクリーニングの試み

1）香川大学医学部附属病院周産期科女性診療科
2）小豆島中央病院産婦人科
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Fetal ultrasound screening via telemedicine in medically underserved areas.
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概　要

 
目的）産婦人科領域において産婦人科医の減少と少子化により地方では周産期医療の維持が困難な地域が増加し、

地理的な条件に関係なく医療情報を連携できる遠隔医療の活用が注目されている。また、近年の超音波検査技術
の発展により、より正確な胎児の形態異常診断が可能となり、出生前の胎児超音波診断に期待も高まっている。し
かしながら、正確な胎児超音波診断を実施するためには専門性を有する術者による診断が必要であることから、ど
この医療施設でも可能というわけではない。地方特に遠隔地では超音波専門医の確保は困難であり、さらに少子
化により症例数が限られることから、超音波検査の教育や修練も年々困難となってきている。そこで、今回我々は
近年開発された遠隔医療システムTeladoc HEALTH Mini® を利用し、離島診療施設である小豆島中央病院と大
学病院を連携し、遠隔医療における胎児超音波診断の可否および技術習得の可能性とその問題点について検討し
た。

方法）小豆島中央病院で胎児超音波検査を希望する妊産婦 17 名を対象とした。香川大学医学部附属病院周産期科
女性診療科と小豆島中央病院産婦人科の間で遠隔医療システムによる超音波画像の共有を行った。小豆島で産婦
人科専攻医が超音波検査を施行し、大学病院の超音波専門医が遠隔で指導しながら検査を行った。また、機器に
内蔵したカメラで術者の手元の動きも確認しながら手技を指導した。

結果）実施した17 例全てで十分な超音波の画像共有が可能であった。また、直接超音波検査を施行した専攻医は、
専門医によるリアルタイムな指示・指導により、概ね正しい超音波画像を描出できた。なお、１例で脳室拡大を検
出した。その他 16 例では超音波スクリーニング検査で問題はないと判断された。

考察）今回実施した遠隔医療システムは、遠隔地における超音波検査の実施に際し、専門性を有しない医師によっ
ても正しい胎児超音波診断の実施が可能であることが示唆された。またリアルタイムに指示・指導できることから、
教育的な有用性も示唆される。本邦の多くの地域で十分な症例数や専門医を確保できなくなっていくなか、診療、
教育両方の面で遠隔医療はますます重要な役割を持つと考えられた。

索引語：遠隔医療、離島、胎児超音波スクリーニング、Teladoc HEALTH Mini®

Key words: Telemedicine, Remote Islands, Fetal Ultrasound Screening, Teladoc HEALTH Mini®

緒言

　遠隔医療とは、インターネットなどの通信技術を活用
し、地理的に離れた場所同士をつないで医療情報など
の連携を行う医療であり、世界的には 1970 年代から取

り組みが始まっている。本邦においても1996 年に当時
の厚生省で遠隔医療研究班が作られて、2019 年の新
型コロナウィルスパンデミックを背景により急速に遠隔
医療サービスが発展してきた。また、これに並行して、
1990 年代より超音波診断における検査機器の技術進
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歩や手技が発展し、さまざまな医療分野で重要な診断
ツールとして使用されるようになってきた。超音波画像
を遠隔で共有する技術も進歩し、世界的に広く利用さ
れつつある 1）。産婦人科領域においても産婦人科医師
の減少と少子化により、地方では周産期医療の維持が
困難な地域が増加し、地理的な条件に関係なく医療情
報を連携できる遠隔医療の活用が注目されている。ま
た、近年の超音波機器や技術の発展により、より正確
な胎児の形態異常診断も可能となり、出生前の胎児超
音波診断に期待も高まっている。しかしながら、超音
波診断の分野において専門化が進んでいる一方で、幅
広い形態異常疾患を正確に診断できる専門医の数にも
限りがあり、胎児スクリーニングを目的とした胎児超音
波検査を地方の病院どこでも受けることは困難な状況と
いえる。さらに少子化により、症例数も限られることか
ら、超音波専門医の教育や修練も年々困難な状況となっ
てきている。
　そこで、今回我々は近年開発された新たな遠隔医療
技術を利用し、妊婦の利便性を保ちながらより高度で
正確な超音波診断を行うため医療過疎地域の小豆島の
産婦人科施設と大学病院を連携し、遠隔医療での胎児
超音波検査の診断精度や技術習得について検討した。

目的

　小豆島中央病院の妊婦健診時に専攻医が胎児超音
波検査を行い、その超音波検査を遠隔医療によるモニ
タリングを通して香川大学医学部附属病院の超音波専
門医が直接指導しながら行う今回遠隔医療による胎児
超音波検査での検査精度の担保や技術習得が可能か
を検討した。
対象および方法
　2023 年 3 月 1 日から 4 月 30 日の間に小豆島中央病
院産婦人科外来にて、胎児超音波検査を希望した妊産
婦 17 名（妊娠 21 週から 22 週、年齢中央値 31 歳（20
〜 43 歳）を対象にし、小豆島中央病院で 3 年目専攻
医１名が新たな遠隔医療機器であるTeladoc HEALTH 
Mini® を用い超音波検査施行した（図 1）。1 名の超音
波専門医が大学病院に居ながらリアルタイムに指導し、
スクリーニングを実施した。この機器は超音波画像を
遠隔で共有し、同時に内蔵カメラで撮影された検者の
超音波を行う手技も会話と同時に送信することができる
ものである。超音波指導医は適正な超音波画面が描出
できるように術者の手元の動かし方、母体腹壁に対する
プローブの位置や角度も指導しながら胎児形態異常に
ついても評価した（図 2）。
　胎児超音波検査に関しては日本超音波医学会が公示

している超音波による胎児形態の標準的評価法の妊娠
中期の評価項目に準じてスクリーニングを実施した（表
１*）2）。また、スクリーニングについてはその意義、必
要性や限界についてインフォームド・コンセントを得た上
でおこなった。

結果

　胎児超音波検査を希望した妊娠 21 週から妊娠 22 週
の妊婦を対象に胎児超音波検査を行った。小豆島中央
病院での妊婦健診の曜日と時間を固定し、その時間に
大学病院でもパソコンでの画面確認をするために準備
をした。それぞれの検査にかかった時間は 30 分程度
であった。会話もリアルタイムに行うが、妊産婦が不安
になるような表現は控え指導した。実施した 17 例全て
で小豆島中央病院と香川大学医学部附属病院の間で十
分に精細な超音波の画像共有が可能であった。また、
超音波を実施している状況を確認することにより、専門
医から超音波を施行している専攻医にリアルタイムな指
示・指導が可能であった。その結果指導を受けた専攻
医は、概ね正しい超音波画像を描出できた。17 例の胎
児超音波検査の結果、１例に脳室拡大（側脳室三角部
幅 10mm）が認められた。その他 16 例ではスクリーニ
ング陰性であった。分娩後、1ヶ月健診時の新生児に
精査が必要な形態異常は認められなかった。また、脳
室拡大の１例も出生後 1ヶ月健診時点での経過に問題
はなかった。

医療過疎地域での遠隔医療による胎児超音波スクリーニングの試み

図1　Teladoc HEALTH Mini®️ の外観

Teladoc HEALTH Mini
WEMEX 社ホームページより引用



15vol.27,No.1 2025

考察

　今回の検討から、専攻医による超音波検査の実施に
際し、遠隔医療システム（もしくは Teladoc HEALTH 
Mini®）の利用により、十分な画像診断と超音波専門
医による指導が可能であることが示唆された。The 
World Health Organization （WHO）によると超音波
技術の診断への応用は医療が十分でない地域において
は最も重要なもので、超音波の画像診断が診療に必要
になるケースは全ての診療の 20 〜 30% にもなると報告
している 3）。遠隔医療の一部として超音波画像データを
送信することを Tele-Ultrasound（TUS）と表記してい
る報告もあり、この利点として２つ挙げている。一つは
送った画像データを保存し、後で別の専門家による診
断を受けることができ、診断精度向上や教育にも利用
できる点、もう一点は緊急の事例でリアルタイムに別の
専門家の意見を聞きながら対処ができることである 4）。
今回の我々の検討でも超音波検査をリアルタイムで専門

合田　他

医と相談しながら施行することで診断の精度を下げるこ
となく胎児超音波検査を行うことが可能であった。胎
児超音波検査では胎児臓器の評価項目が多く、また胎
児の画像断面も多様であり、子宮内の胎児画像を空間
的に連続しながら描出し評価する必要がある。そういっ
た意味でも一旦保存した画像を後で他者が評価するの
は難しく、今回のように遠隔を利用したリアルタイムの
評価が有用であったと考えられる。技術習得に関して、
胎児超音波検査は形態異常に対する幅広い知識が必要
であり、従来は大学病院で専門医が直接指導しながら
行ってきた。今回のシステムでは専攻医の手技の画像も
一緒に評価し、遠隔地であっても会話しながら臨場感
を持ってリアルタイムに指導することが可能であり、よ
り多くの気づきを与えることで教育面でも有用であった。
遠隔医療を活用することで、医療業務上の地理的な制
約がなくなり、教育などの面でも数多くのメリットが生
まれると擦る報告もある 5）。現在、本邦では医師の偏
在が進行し、厚生労働省の令和 6 年に示した「医師偏

図2　小豆島中央病院と香川大学医学部附属病院での連携

表1　妊娠中期の評価項目 2）

小豆島中央病院産婦人科外来

大学病院のパソコン画面
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在に関する取りまとめ」６）でも、地方の医師の減少が重
要な課題となっている。小豆島などの離島だけではな
く、日本の多くの地域で十分な症例数や専門医が少な
くなっていくなか、診療、教育両方の面で遠隔医療は
ますます重要な役割を持つと考えられる。
　胎児超音波検査について、現在多くの国では、妊娠
中少なくとも一回のスクリーニング目的に胎児超音波検
査を推奨しているが、標準的な方法がないのが現状で
ある。我が国では妊婦健康診査時に超音波検査を常に
行うことが一般的であり、その際に、医師ごとに個別に
スクリーニングを行ってきた経緯がある。妊婦健診時の
超音波検査は日常臨床では妊産婦との信頼関係を築く
重要なツールとなっており、妊産婦も異常があれば検出
してくれるものとの期待も高くなっている。このような状
況のなか、これまでは施設ごとで行われていた胎児スク
リーニングに対し、標準的な指標を示す目的に 2023 年
に日本超音波医学会から「超音波による胎児形態の標
準的評価法」が公示された 2）。ここでは倫理的な配慮、
検査の限界や医療者の技能など適正な条件のもと事前
にインフォームド・コンセントを得た上での検査を推奨し
ており、今回の検討でもインフォームド・コンセントを得
た上で行っている。今後、胎児超音波検査の希望者は
ますます増えてくるものと予測されるが、今回の検討に
より超音波専門医がいない離島でも胎児超音波検査を
遠隔医療で行うことは可能であると考えられた。また、
妊婦は離島を離れることなく診断精度の高い検査を受
けることができ、利便性も向上した。今回用いたような
機器での遠隔医療を利用した超音波スクリーニング検
査は、医療過疎地域における産科医療体制の質を維持
するうえで、今後も有用であると考えられる。
　今回の研究の限界として、遠隔医療での胎児超音
波検査の有用性をさらに明確に示すには症例数が少な
く、今後の症例の蓄積が必要であると考えられた。ま
た、実際に運用するにあたっての問題点として、今回
使用した Teladoc HEALTH Mini® は本体の費用に合
わせ専用回線を使うための通信費など費用面の問題が
ある。実際に遠隔医療として導入するにあたり、産婦
人科の超音波検査のみに利用するには機器の維持が
困難なことが想定され、救急分野での point–of–care 
ultrasonography（POCUS）での利用やその他専門医
の評価を要する分野での手技に広く活用することで費用
対効果での利点が見出せるのではないかとも考える。そ
れに加え、ネットの環境整備やセキュリティの強化も必
要と考えられた。また、遠隔医療は近年問題になって
いる地方の医師偏在に対する医療供給体制への是正案
として注目されており、国や地方自治体など行政からの
補助の対象となる可能性もあり、資金面での国への働

きかけも重要である。それに合わせて、専門医レベル
の遠隔診断医の確保の問題や、その診断料や医師への
報酬、診断に対する責任の所在などは明確なものはな
く、今後画像診断に関連する遠隔医療を勧めるために
解決しなければならない課題の一つといえる。
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菌血症を合併した過粘稠性 Klebsiella pneumoniae 子宮留膿症の 1 例
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Ryota Tomioka1），Go Ishihara2），Takayuki Kawanishi2），Haruna Fujiwara2）

1）The Post-graduate Education Center, Mitoyo General Hospital
2）Department of Obstetrics and Gynecology, Mitoyo General Hospital

概　要

 
　Klebsiella pneumoniae（以下 K.pneumoniae）には、古典的株に加え、強毒性株が存在することが知られている。
強毒性株は播種・拡散能力が強く、その鑑別方法に string test がある。この試験は過粘稠性を反映し、寒天培地
上で細菌コロニーを針で上方に引き延ばし、伸長した菌糸の長さが 5mm を超えた場合に陽性とされ、その菌種は過
粘稠性 K.pneumoniae と呼ばれる。強毒性株における string test の感度は 69.2%、特異度は 89.5% と報告され、
簡便で有用な試験方法と考える。今回、菌血症を合併した過粘稠性 K.pneumoniae 子宮留膿症の1 例を経験した
ので報告する。
　患者は 89 歳。約1か月前に他院で子宮留膿症の入院治療を受けた後、4日前から下腹部痛を訴え、救急搬送された。
初診時、下腹部に膨隆した腫瘤を触れ、同部位に圧痛を認めた。CT、経腟超音波検査にて子宮内腔に液体貯留を認め、
血液検査にて炎症反応が著明に上昇しており、子宮留膿症の再発と診断。入院時の子宮内腔からの膿汁培養および
血液培養から、string test 陽性の過粘稠性 K.pneumoniae が検出されたため、抗菌薬適正使用支援チームに報
告し、強毒性である可能性を考慮し、連日抗菌薬投与と子宮内腔からの排膿ドレナージ、洗浄を行った。第 6 病日の
血液培養は陰性となり、第 20 病日に子宮内腔ドレーンを抜去。眼科的診察および心臓超音波検査では播種病巣は
認めなかった。第 42 病日に MRI 検査で子宮内腔の膿瘍の消失を確認し、第 43 病日に抗菌薬投与を終了した。
　強毒性K.pneumoniae 感染症は重篤化する可能性がある。そのためstring test陽性の過粘稠性K.pneumoniae
子宮留膿症では十分な抗菌薬治療、排膿ドレナージ、そして播種病巣の全身検索が必要である。

索引語：子宮留膿症、過粘稠性、Klebsiella pneumoniae、ストリングテスト
Key words: pyometra, hypermucoviscosity, Klebsiella pneumoniae, string test

緒言

　Klebsiella pneumoniae（ 以 下 K.pneumoniae） は、
主に免疫不全患者や高齢者における尿路感染症や肺炎
の主要な起因菌として知られている。近年、今まで認識
されていた古典的株に加え、強い毒性を有する強毒性
株の存在が報告されている 1）。強毒性 K.pneumoniae
は、有する莢膜により白血球による貪食などに対する
抵抗性が高く、強い播種・拡散能力を持つ 2）。強毒性
K.pneumoniae と古典的 K.pneumoniae の鑑別方法の
一つに、string test がある 3）。この試験は、過粘稠性
を反映し、寒天培地上で細菌コロニーを針で上方に引

き延ばし、伸長した菌糸の長さが 5mm を超えた場合
に陽性とされ 4）、その菌種は過粘稠性 K.pneumoniae
と呼ばれ、強毒性である可能性が高い。今回、string 
test 陽性の菌血症を合併した過粘稠性 K.pneumoniae
子宮留膿症の 1 例を経験したため、若干の文献的考察
を含め報告する。

症例

患者：89 歳
主訴：下腹部痛
妊娠分娩歴：2 妊 2 産	
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既往歴：右腎盂腎炎、神経因性膀胱、2 型糖尿病、右
乳がん、子宮留膿症
家族歴：特記事項なし
現病歴：約 1 か月前に食欲不振の精査目的で CT 検
査を受けた際に子宮留膿症を指摘され、他院産婦人科
にて入院加療を受けた。その際の子宮腟部細胞診は
NILM。入院中、排膿ドレナージ、セフメタゾールナト
リウム（CMZ）1 回 1g、1 日 2 回を 2 週間投与され加
療終了となった。4 日前から下腹部痛が出現し、持続す
るため当院へ救急搬送となる。 
初診時現症：身長 150cm、体重 35.4kg、血圧 130/59
mmHg、脈拍 76 回 / 分整、体温 37.0℃。 下腹部に膨
隆した腫瘤を触れ、 同部位に著明な圧痛を認めた。下

肢浮腫なし。 
腹部 CT 検査（図 1）：子宮は著明に腫大し、内部低吸
収の多房性嚢胞性形態を示し、内腔に液体貯留を疑わ
せた。 
腟鏡診所見：分泌物は白色、少量。悪臭は無かった。
外子宮口は変位していたが同定可能であった。
経腟超音波検査（図 2）：子宮体部筋層の非薄化と子宮
内腔に大量の液体貯留を認めた。
検査所見（表 1）：白血球 28920/μ L、好中球分画
95.5%、CRP18.33mg/dL と炎症反応は著明に上昇して
いた。また、血糖 256mg/dL、HbA1c11.0% と糖尿病
のコントロールは不良であった。
臨床診断：以上より、子宮留膿症の再発と診断し、入

菌血症を合併した過粘稠性 Klebsiella pneumoniae 子宮留膿症の 1 例

図1　初診時　腹部 CT
子宮は著明に腫大し、内部低吸収の多房性
嚢胞性形態を示した。石灰化した子宮筋腫
も認める。

図2　初診時　経腟超音波検査
子宮体部筋層の非薄化と子宮内腔に大量の液体貯留を
認めた。

表1　初診時検査所見
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院のうえ排膿ドレナージ、抗菌薬投与の方針とした。
臨床経過：入院初日、14Fr カテーテルを子宮内腔に
挿入し、排膿ドレナージを施行。同時に膿汁培養、血
液培養 2 セット、尿培養を提出した。子宮内腔を生
理食塩水で洗浄後、抗菌薬はセフトリアキソンナトリ
ウム（CTRX）1 回 1g、1 日 2 回で投与開始し、イン
スリンによる血糖コントロールを糖尿病内科に依頼し
た。第 2 病日には 38.4℃まで発熱あり、第 3 病日に子
宮内腔カテーテルを16Fr に交換。子宮内腔からの膿
汁培養および血液培養から、string test 陽性の過粘
稠性 K.pneumoniae が検出され（図 3）、尿培養からは
Escherichia coli および Candida glabrata が検出され
た。 過粘稠性 K.pneumoniae による子宮留膿症から菌
血症に至ったと診断し、また強毒性 K.pneumoniae 感
染症の可能性を考慮し、抗菌薬適正使用支援チームに
報告後、抗菌薬をメロペネム（MEPM）1 回 1g、1 日
3 回に変更。連日子宮内腔からの排膿ドレナージ、洗
浄を行い、第 5 病日に解熱が確認され、第 6 病日に
は再度血液培養 2 セットを提出した。第 9 病日には排
膿の減少および血液検査結果の改善がみられたため、
MEPM を1 回 1g、1日 2 回に減量。K.pneumoniae の
播種性病変のスクリーニングのため眼科に紹介したが、
眼内炎などは認めなかった。その後、第 6 病日に提出
した血液培養が陰性であることが判明。第 13 病日には
白血球が、第 22 病日には CRP が正常化した。第 14
病日の腹部 CT 検査では子宮内腔の液体貯留は著明に
減少しており（図 4）、第 20 病日には洗浄時の排膿が
さらに減少したため、子宮内腔ドレーンを抜去。第 24
病日に心臓超音波検査を施行したが、播種に伴う感染
性心内膜炎を示唆する所見は認めなかった。第 27 病
日には経腟超音波検査にて子宮内腔の液体貯留は 32.8
× 9.4㎜となり、第 36 病日には末梢静脈路の確保が困

難となったため、MEPM を中止し、レボフロキサシン
（LVFX）1 回 500mg、1 日 1 回の内服に変更。第 42
病日の MRI 検査で子宮内腔の膿瘍の消失を確認し（図
5）、第 43 病日に抗菌薬投与を終了（図 6）。37.0℃を超
える発熱は解熱後に認めず、HbA1c も 8.5% まで低下
したため、第 46 病日に退院となった。

考察

　子宮留膿症の多くは 60 歳代以降の閉経後の女性に
発生する。その平均年齢は 72 歳 5）、原因として特発
性が 74.1%、悪性腫瘍が 22.2%、また 18.5% の症例
で穿孔がみられたと報告されている 5）。典型的な症状
は、膿性腟分泌物、閉経後の出血、下腹部痛である
とされるが 6）、穿孔のない子宮留膿症患者の 50% 以上

図 3　string test 陽性であった。 図 4　第 14 病日　腹部 CT
子宮の腫大は改善傾向。内部の液体貯留も著明
に減少。

図 5　第 42 病日　骨盤部 MRI（T2 強調画像）
子宮内腔の液体貯留は消失。
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は無症状であった 7）。診断は、画像検査と膿の採取に
よって行われ 8）、一般的な起因菌は Escherichia coli、
Bacteroides fragilis、Streptococcus 類であり 8）、治療
は抗菌薬の投与と排膿により行われる 8）。その再発率
は 22% との報告もある 9）。    　       　　
　K.pneumoniae は、グラム陰性桿菌であり、口腔や
腸管における常在菌である。K.pneumoniae には従来
から知られている古典的な K.pneumoniae に加え、強
い毒性を持つ株の存在が認知されている。 従来の
K.pneumoniae は、主に免疫不全患者や高齢者の尿
路感染症および肺炎の起因菌であり1）、 一方、強毒性
K.pneumoniae は強い播種・拡散能力を有し、若年健
常者に対しても肝膿瘍、肺炎、髄膜炎、眼内炎などの
重篤な疾患を引き起こすことが報告されている 3）。細菌
性髄膜炎の致命率は約 20%、生存症例でも約 30% に
神経学的後遺症が発症するとされ 10）、眼内炎を発症し、
眼球破裂に至り眼球摘出を要した症例の報告もある 10）。
播種性合併症のリスクファクターとしては糖尿病が知ら
れている 11）。強毒性 K.pneumoniae は、有する莢膜に
より、白血球による貪食などに対する抵抗性が高く、強
い病原性を有するとされる 2）。その特徴の一つに過粘
稠性を反映するstring test陽性がある3）。string testは、
針を用いて寒天培地上で細菌コロニーを上方に伸ばし、
伸長した菌糸の長さが 5mmを超えた場合に陽性とみな
される 4）。強毒性 K.pneumoniae における string test
の感度および特異度はそれぞれ 69.2%、89.5% と報告
されており 12）、簡便かつ有用な試験であると考える。
string test に 加 え、peg-344、iroB、iucA、prmpA、
prmpA2 などのバイオマーカーが強毒性株の診断に有

用であることが示唆されているが 13）、 詳細な遺伝子解
析を実施できる施設は限られている。 
　治療の基本は排膿と抗菌薬の投与であり、アンピシ
リン以外の抗菌薬に対し感受性が高いことが報告され
ている 3）。しかし、近年、薬剤耐性菌の出現も報告さ
れおり1）、注意が必要である。本症例は子宮留膿症の
再発例であり、悪性腫瘍など子宮留膿症の原因となる
疾患がないことから、特発性であると考える。受診時
には下腹部痛を認めたが、膿性腟分泌物や性器出血
は認めなかった。膿汁培養および血液培養から string 
test 陽性の過粘稠性 K.pneumoniae が検出されたこ
とから、子宮留膿症から菌血症に至ったと考える。抗
菌薬の投与は入院当日に CTRX 1 回 1g、1 日 2 回
で開始したが、培養結果が判明した時点で、強毒性
K.pneumoniae の可能性を考慮し、菌薬適正使用支援
チームに報告後、薬剤感受性を参考に、MEPM1 回
1g、1 日 3 回に変更した。患者はコントロール不良の糖
尿病を有しており、播種性病変の検索のため眼科診察
および心臓超音波検査を施行したが、播種を疑う有意
な所見は認めなかった。第 9 病日に MEPM を1 回 1g、
1日2 回に減量、第 20 病日に子宮内腔ドレーンを抜去後、
第 36 病日に LVFX 内服に切り替え、第 43 病日に抗菌
薬投与を終了した。その終了時期は、画像検査により
子宮内の膿汁が消失するのを待って、慎重に判断した。
　1983 年から 2024 年までの医学中央 雑 誌で「 子
宮 留 膿 症 」 と「 過 粘 稠 性 」 お よ び「Klebsiella 
pneumoniae」、「string test」、「ストリングテスト」をキー
ワードとして検索すると，その報告はいずれも 0 件であ
り、本報告は過粘稠性 K.pneumoniae を起因菌とする

図 6　入院後の経過
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子宮留膿症として本邦最初の報告である可能性がある。
子宮留膿症の起因菌として K.pneumoniae が同定され
た場合には、string test を施行し、陽性である場合に
は強毒性 K.pneumoniae である可能性を念頭に置き、
薬剤感受性を考慮したうえでの十分な抗菌薬投与、排
膿ドレナージ、播種病巣の全身検索が必要であると考
える。

結語

　菌血症を合併した過粘稠性 K.pneumoniae 子宮留膿
症の 1 例を経験したので、若干の文献的考察を加え報
告した。string test 陽性の K.pneumoniae 子宮留膿症
では十分な抗菌薬治療、排膿ドレナージ、そして播種
病巣の全身検索が必要である。
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入退会
第 6 条　本学会に入会しようとする者は，その旨

を申し出て会長の承認を得なければならない。
2　会員が退会しようとするときは，退会届を会長

に提出しなければならない。
3　会員が他都道府県に移動する場合，所属機関

が存在又は居住する都道府県の産科婦人科学

術団体に入会する。
移　動
第 7 条　住所又は所属機関に変更がある場合，

その旨を本学会へ連絡する。
会　費
第 8 条　会員は下記の会費を完納しなければなら

ない。
　　　　　会費年額　3,000 円

　ただし，前年度末現在年齢満 77 歳以上で，
かつ 40 年以上引き続き会員である者は免除とす
る。また，初期研修の 2 年の間に入会した者は
当該研修期間においてのみ免除とする。

2　既納の会費は，いかなる事由があっても返還
しない。
会員の義務
第 9 条　会員は，本学会の会則を遵守するととも

に，所定の会費を納入する義務を負う。
会員の権利
第 10 条　本学会会員は次の権利を有する。
　⑴　本学会の総会に出席し，議決権を行使す

ること。
　⑵　本学会の主催する学術集会，講演会など

に参加すること。
　⑶　本学会の発行する機関誌に学術論文を投

稿し，且つその頒布を無料で受けること。
　⑷　公益社団法人日本産科婦人科学会への入

会に際し，会長の推薦を得ることができる。
会員の資格喪失
第 11 条　会員は次の事由によってその資格を喪

失する。
　⑴　退会したとき
　⑵　死亡若しくは失踪宣告を受けたとき
　⑶　除名されたとき
　⑷　会費を 2 年以上滞納したとき
除　名
第 12 条　会員が次の各号の一に該当するときは，

総会において会員現在数の 3 分の 2 以上の決議
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を経て，除名することができる。
　⑴　この会則その他の規則に違反したとき
　⑵　本学会の名誉を傷つけ，又は目的に反する

行為をしたとき

第４章　役　員
役員の設置
第 13 条　本学会に，次の役員を置く。
　⑴　会　長　１名
　⑵　副会長　若干名
　⑶　理　事　若干名
　⑷　特任理事　若干名
　⑸　監　事　若干名
　⑹　他
役員の選任
第 14 条　理事，特任理事及び監事は，総会の決

議により本学会会員中から選任する。
2　会長は，理事会の決議によって理事の中から

選出する。
3　特任理事の選出については別に定める。
4　理事，特任理事及び監事は相互に兼ねること

ができない。
役員の職務および権限
第 15 条　会長は本学会の業務を総理し，本学会

を代表する。
2　理事は理事会を構成し，職務を執行する。
3　監事は，理事の職務の執行及び本学会の財産

の状況を監査する。
役員の任期
第 16 条　本学会の役員の任期は 2 年とし，再任

を妨げない。

第５章　総　会
開　催
第 17 条　総会は，定時総会として毎年 1 回開催

するほか，必要がある場合に開催する。
召　集
第 18 条　総会は理事会の決議に基づき会長が召

集する。
2　臨時総会は理事会が必要と認めたとき，会長

が召集する。

3　前項の他，会員の３分の１以上の請求がある
場合，理事会の決議を得て会長は臨時総会を招
集する。
定足数
第 19 条　総会は，会員現在数の過半数以上の者

が出席しなければ，その議事を開き決議するこ
とができない。但し，委任状をもって出席者と
見做すことができる。
権限及び決議
第 20 条　総会は，次の事項について決議する。

決議は出席した会員の過半数をもって行う。但
し，⑵号，⑶号のうち理事，特任理事及び監事
の解任及び⑹号については出席した会員の 3 分
の 2 以上をもって決議する。

　⑴　会員となる資格並びに入会金及び会費の額
　⑵　会員の除名
　⑶　理事，特任理事及び監事の選任又は解任
　⑷　事業報告
　⑸　収支予算書，収支計算書等の承認
　⑹　会則の変更
　⑺　その他総会で決議するものとしてこの会則

で定められた事項

第６章　委員会
委員会
第 21 条　委員会を次の如く定める。
　⑴　地方専門医制度委員会：

専門医制度の運営に関する業務その他を
行うものとする。

2　地方専門医制度委員会の構成その他について
は公益社団法人日本産科婦人科学会専門医制
度規約並びに同施行細則に準じて行う。

第７章　会　計
事業年度
第 22 条　本学会の事業年度は，毎年 4 月1日に

始まり，翌年 3 月 31日に終わる。
事業計画及び収支決算
第 23 条　本学会の事業計画書及び収支予算書に

ついては，会長が作成し理事会の承認を得なけ
ればならない。
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事業報告及び決算
第 24 条　本学会の事業報告及び収支計算書等

については，毎事業年度終了後，会長が作成し，
監事の監査を受けた上で，理事会の承認を経て，
総会の承認を受けなければならない。

第８章　公益社団法人日本産科婦人科学会
　　　　代議員
選出方法
第 25 条　公益社団法人日本産科婦人科学会の代

議員を選出するため，会員による選挙を行う。
2　会員は，前項の代議員選挙に立候補すること

ができる。
3　1 項及び 2 項の会員とは，公益社団法人日本

産科婦人科学会の会員であることを要する。
4　その方法については別に定める。
職　務
第 26 条　公益社団法人日本産科婦人科学会代議

員に選出された会員は，公益社団法人日本産科
婦人科学会総会に出席し，議決権を行使する。

第９章　公益社団法人日本産科婦人科学会
　　　　地方連絡委員会
委員の推薦
第 27 条　本学会は，公益社団法人日本産科婦人

科学会に設置されている地方連絡委員会の委員
として本学会会長を推薦する。
職　務
第 28 条　公益社団法人日本産科婦人科学会地方

連絡委員会委員は，公益社団法人日本産科婦
人科学会地方連絡委員会に出席する。また，そ
の職務は公益社団法人日本産科婦人科学会の
定款施行細則，専門医制度規約および同施行
細則に準ずる。

第10章　特任理事の選出，その職務
　　　　　および権限
第 29 条　特任理事は会長推薦により本学会女性

会員中から選任する。
2　特任理事は理事会に出席し，職務を執行する。
3　特任理事は日本産科婦人科学会，中国四国産

科婦人科学会，四国産科婦人科学会の代議員，
評議員を兼ねることができない。

4　特任理事の任期は 2 年とし，再任を妨げない。

第11章　補　　則
会則の変更
第 30 条　この会則は，総会において，会員現在

数の 3 分の 2 以上の決議によって変更すること
ができる。
細　則
第 31 条　本会則の施行に必要な細則は別に定め

る。

附　則
　この会則は，平成 22 年 3 月13 日から施行する。
　平成 23 年 4 月1日改定。
　平成 27 年 6 月13 日改定。
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公益社団法人日本産科婦人科学会代議員選出に関する細則

第1章　総　則
第1条　本細則は，公益社団法人日本産科婦人

科学会代議員選挙規則および香川産科婦人科

学会会則第25条にもとづき，本会における公

益社団法人日本産科婦人科学会の代議員（以後

「代議員」と略す）を選出するための方法を定

めたものである。

第2条　公益社団法人日本産科婦人科学会が通

知する代議員定数を超える立候補者を擁立し，

代議員定数の他，補欠の代議員を会員の直接

選挙によって選出するものとする。

第2章　代議員の任期
第3条　本細則で選出された代議員の任期は公

益社団法人日本産科婦人科学会の定款に定め

られた任期とする。

2．選出された代議員が何らかの理由で代議員で

なくなった場合は，次点を順次繰り上げるが，

次点者がいない場合は補欠選挙を行うものと

し，その任期は前任者の残存期間とする。

第3章　選挙権・被選挙権
第 4条　選挙権者および被選挙権者は，原則と

して選挙が行われる前年の10月31日時点で公

益社団法人日本産科婦人科学会に在籍し，か

つその年度の会費を完納している会員とする。

第5条　被選挙権者は前年の3月31日において

5年以上公益社団法人日本産科婦人科学会に

在籍した会員とする。

2．被選挙権者は原則として就任する前年の12

月31日現在に65歳未満であることが望ましい。

3．被選挙権者による立候補は自薦とする。

第4章　選挙管理委員会
第 6条　選挙の管理は選挙管理委員会が行い，

会長が連携・支援する。

第 7条　選挙管理委員会の委員は，会員の中か

ら会長が，若干名を委嘱する。

2．選挙管理委員会の委員長は委員の中から互

選する。

3．委員の委嘱並びに委員長の選出は，選挙の

行われる前年の8月末日までに行われなければ

ならない。

4．委員および委員長の任期は 2年とする。但し

再任は妨げない。

5．選挙管理委員会の業務に関する事項は，別

に定める。

第5章　選挙方法
第 8条　選挙は香川県を全県一区として行う。

第9条　選挙は立候補制とし，被選挙権を有す

る会員へ書面で立候補を募るものとする。

第10条　立候補する会員は，定められた期日ま

でに立候補する旨を所定の書式により選挙管

理委員会あてに文書で申し出るものとする。

2．選挙管理委員会委員は立候補することが出来

ない。

第11条　投票は選挙管理委員会によって定めら

れた数を連記し，無記名で行う。

第12条　得票数の多い順に当選とする。同数

の場合には年長者順とする。

第6章　選挙管理業務
第13条　選挙管理委員会は選挙権者に対して，

文書により選挙を実施することを公示し，同時

に投票方法および投票期日とその場所を通知

する。

2．投票は本会総会において行う。

3．選挙管理委員会は，投票が終了したのち速や

かに開票を行う。
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第14条　選挙管理委員会は開票終了後直ちに

その結果を確認し，会長に報告する。

2．会長は結果を公益社団法人日本産科婦人科

学会に速やかに報告する。

第15条　会長は選挙の結果，選任された代議

員の氏名を本会機関誌等により公示する。

第16条　選挙管理委員会は選出作業の経緯と

選挙結果を記録し，その記録を少なくとも2年

間は保存する。

第7章　細則の変更
第17条　本細則の変更は総会において出席会員

の過半数の同意を必要とする。

第8章　附　則
第18条　本細則は平成 22年 3月13日より施行

する。

　　　　　平成 22年11月10日改定

　　　　　平成 23年 4月1日改定
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◇編集後記◇

　令和 7 年（2025 年）の『香川産科婦人科雑誌』は、通算第 27 巻を迎えることとなりました。
酷暑が続いた本年ですが、本誌が皆様のお手元に届く頃には、いくぶん暑さも和らいでいることと存じます。
　本号は、総説 2 題、原著 1 題、症例報告 1 題の構成となっております。
　まず総説につきましては、北海道大学大学院医学研究院産婦人科学教室 教授 渡利英道先生に、「子宮
体癌に関する最近の話題 〜分子サブタイプ分類と ICI を中心に〜」と題して、近年急速に進展している子宮
体癌の薬物療法について、分子遺伝学的サブタイプに焦点を当てながら、現状および今後の展望について、
ADC を含む最新の知見をわかりやすく、かつ詳細にご解説いただきました。
　もう一題の総説は、福島県立医科大学 ふくしま子ども・女性医療支援センター 特任教授 小川真里子先
生に、「最近よく遭う“月経前の不調を訴える女性”への対応」と題して、女性医学の重要な柱の一つである
月経前症候群（PMS）ならびに月経前不快気分障害（PMDD）について、定義・症状・病因・治療に関す
る内容を、臨床現場に即した形でご解説いただきました。
　両先生には、現地・高松での特別講演の内容をもとに総説としてご執筆いただきました。ご多忙の中、快
くご協力いただきましたこと、この場を借りて心より御礼申し上げます。
　原著論文につきましては、いずれも日々の臨床現場から得られた症例報告であり、総説と併せて、明日か
らの診療に役立つ内容となっております。本誌が皆様にとって有意義な一冊となれば幸いです。
　近年、災害級の気候変動が続いておりますが、自然は本来、長い時間をかけてゆっくりと変化していくも
のです。医学研究や臨床もまた、歴史と年月を経て徐々に進化を遂げ、新たな方法論や薬剤、検査法が登
場してまいります。「急に変わった」と感じられる事象も、実際には長い積み重ねの結果であることが多いの
ではないでしょうか。
　私たちは、日々の診療や研究において、こうした「わずかな変化」を敏感に捉え、真摯に向き合う姿勢
が求められているのかもしれません。そんな思いを込めて、本編集後記の締めくくりとさせていただきます。
今後とも、学会員の皆様のご支援とご協力を賜りますよう、何卒よろしくお願い申し上げます。

　令和 7 年（2025 年）8 月吉日
編集委員長　  鶴田　智彦（文責）
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